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(54) Title: ELECTRONIC COMPONENT

(54) 発明の名称 ：電子部品

2 (57) Abstract: Provided i s an electronic component that can have a decreased height
in the lamination direction while effecting a decrease in current resistance. The elec
tronic component (10) i s characterized by being provided with: a laminate body (12)
resulting ：from laminating insulating body layers (16); a helical coil (L) that results
from a coil conductor (18) provided to the insulating body layers (16) being connec
ted by means of via hole conductors (vl-v3) that penetrate the insulating body layers
( l in the direction of lamination; and a parallel conductor (20) that i s provided to
the insulating body layer to which the coil conductor (18) i s provided and that i s con
nected in parallel to the coil conductor (18) with the via hole conductors (vl-v3, v l 1-
l ) penetrating in the direction of lamination of the insulating body layers (16)

therebetween. The electric component (10) i s further characterized in that the con
ductor width of at least a portion of the coil conductor (18) that i s not connected in
parallel to the parallel conductor (20) i s thicker than the conductor width of the por
tion of the coil conductor (18) that i s connected m parallel to the parallel conductor
(20) and excluding the portions to which the via hole conductors (vl-v3, v l l-vl3) are
connected.

(57) 要約： 直流抵抗の低減を図りつつ、積層方向の高さを低減でき
る電子部品を提供することである。 絶縁体層 1 6 が積層されてな
る積層体 1 2 と、絶縁体層 1 6 に設けられているコイル導体 1 8 が
絶縁体層 1 6 を積層方向に貫通するビアホール導体 V 1 ~ V 3 によ
リ接続されてなる螺旋状のコイル しと、コイル導体 1 8 が設けられ
ている絶縁体層 1 6 に設けられ、かつ、絶縁体層 1 6 を積層方向に
貫通するビアホール導体 V 1 ~ V 3 , V ~ V 3 を介 してコィ
ル導体 1 8 に並列接続されている並列導体 2 0 と、を備え、コイル
導体 1 8 における並列導体 2 0 が並列接続されていない部分の少な
くとも一部の導体幅は、コイル導体 1 8 における並列導体 2 0 が並
列接続されている部分であって、かつ、ビアホール導体 v 1 ~ v
3 , V ~ V 3 が接続されている部分を除く部分の導体幅より
も太いこと、を特徴とする電子部品 1 0 。
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明 細 書

発明の名称 ：電子部品

技術分野

[0001 ] 本発明は、電子部品に関し、より特定的には、絶縁体層が積層されてなる

積層体を備える電子部品に関する。

背景技術

[0002] 従来の電子部品に関する発明としては、例えば、特許文献 1 に記載の積層

チップインダクタが知られている。該積層チップインダクタでは、コイルは

、複数のコイル用パターンが接続されることにより螺旋状をなしている。ま

た、同じ形状を有するコイル用パターンが 2 つずつ設けられ、互いに並列に

接続されている。これにより、特許文献 1 に記載の積層チップインダクタで

は、コイルの直流抵抗の低減が図られている。

[0003] ところで、特許文献 1 に記載の積層チップインダクタでは、同じ形状を有

するコイル用パターンが 2 つずつ並列に接続されている。そのため、コイル

の直流抵抗の低減を図ることができるものの、絶縁体層の積層数が多くなり

、積層チップインダクタの積層方向の高さが高くなつてしまう。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献1 ：特開 2 0 0 1 _ 3 5 8 0 1 6 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0005] そこで、本発明の目的は、直流抵抗の低減を図りつつ、積層方向の高さを

低減できる電子部品を提供することである。

課題を解決するための手段

[0006] 本発明の一形態に係る電子部品は、複数の絶縁体層が積層されてなる積層

体と、前記絶縁体層に設けられている複数のコイル導体、及び、該複数のコ

ィル導体を接続 し、かつ、前記絶縁体層を積層方向に貫通する第 1 のビアホ



ール導体を含む螺旋状のコイル と、前記 コィル導体が設けられている前記絶

縁体層に設けられている並列導体 と、前記 コイル導体に対 して、該 コイル導

体が設けられている前記絶縁体層 とは異なる絶縁体層に設けられている前記

並列導体を並列接続させ、かつ、前記絶縁体層を積層方向に貫通する第 2 の

ビアホール導体 と、 を備えてお り、前記 コイル導体における前記並列導体が

並列接続されていない部分の少な くとも一部の導体幅は、該 コイル導体にお

ける該並列導体が並列接続されている部分であって、かつ、前記第 2 の ビア

ホール導体が接続されている部分を除 く部分の導体幅よりも太いこと、 を特

徴 とする。

発明の効果

[0007] 本発明によれば、直流抵抗の低減を図 りつつ、積層方向の高さを低減でき

る。

図面の簡単な説明

[0008] [ 図 1] _ 実施形態に係る電子部品の外観斜視図である。

[ 図2] 電子部品の積層体の分解斜視図である。

[ 図3] コイル導体及び並列導体を重ねて平面視 した図である。

[ 図4] 比較例 に係る電子部品の積層体の分解斜視図である。

[ 図5] 第 1 の変形例 に係る電子部品の積層体の分解斜視図である。

[ 図6] コイル導体及び並列導体を重ねて平面視 した図である。

[ 図7] 第 2 の変形例 に係る電子部品の積層体の分解斜視図である。

発明を実施するための形態

[0009] 以下に、本発明の実施形態に係る電子部品について説明する。

[001 0] (電子部品の構成）

以下に、本発明の一実施形態に係る電子部品の構成 について図面を参照 し

なが ら説明する。図 1 は、一実施形態に係る電子部品 1 0 a の外観斜視図で

ある。図 2 は、電子部品 1 0 の積層体 1 2 の分解斜視図である。図 3 は、

コイル導体 1 8 a 〜 1 8 d 及び並列導体 2 0 a 〜 2 0 c を重ねて平面視 した

図である。以下では、電子部品 1 0 a の積層方向を上下方向と定義 し、上側



か ら電子部 品 1 0 a を平面視 した ときに長辺が延在 している方向を前後方向

と定義 し、上側 か ら電子部 品 1 0 a を平面視 した ときに短辺が延在 している

方向を左右方向 と定義 する。

[001 1] 電子部 品 1 O a は、 図 1 及び図 2 に示すように、積層体 1 2 、 外部 電極 1

4 a ， 1 4 b 、並列導体 2 0 a 〜 2 0 c 、 ビアホール導体 v 1 1 〜 v 1 3 及

び コイル L を備 えている。

[001 2] 積 層体 1 2 は、 直方体状 をな してお り、絶縁体層 1 6 a 〜 1 6 j が上側 か

ら下側へ とこの順 に積層 されて構成 されている。絶縁体層 1 6 a 〜 1 6 j は

、 図 2 に示すように、長方形状 をな してお り、例 えば、 N i _ C u _ Z n 系

フェライ 卜か らなる磁性体材料 によ り作製 されている。以下では、絶縁体層

1 6 a 〜 1 6 j の上側 の面 を表面 と呼び、絶縁体層 1 6 a 〜 1 6 j の下側 の

面 を裏面 と呼ぶ。

[001 3] コイル L は、 コイル導体 1 8 a 〜 1 8 d 、 引 き出 し導体 2 2 a ， 2 2 b 及

び ビアホール導体 V 1 〜 v 3 を含 んでいる。 コイル導体 1 8 a 〜 1 8 d 、 引

き出 し導体 2 2 a ， 2 2 b 及び ビアホール導体 V 1 〜 v 3 は、例 えば、 A g

を主成分 とする導 電性材料 によ り作製 されている。

[0014] コイル導体 1 8 a は、絶縁体層 1 6 d の表面上 に設 け られてお り、反時計

回 りに周回する線状導体である。 コイル導体 1 8 a は、 1 / 2 周分 の長 さを

有 してお り、絶縁体層 1 6 d の左側 の長辺及び前側 の短辺の長辺 に沿 って設

け られている。

[001 5] コイル導体 1 8 b は、絶縁体層 1 6 e の表面上 に設 け られてお り、反時計

回 りに周回する線状導体である。 コイル導体 1 8 b は、 1 / 2 周分 の長 さを

有 してお り、絶縁体層 1 6 e の右側 の長辺及び後 ろ側 の短辺 に沿 って設 け ら

れている。

[001 6] コイル導体 1 8 c は、絶縁体層 1 6 f の表面上 に設 け られてお り、反時計

回 りに周回する線状導体である。 コイル導体 1 8 c は、 1 / 2 周分 の長 さを

有 してお り、絶縁体層 1 6 f の左側 の長辺及び前側 の短辺の長辺 に沿 って設

け られている。



[001 7] コイル導体 1 8 d は、絶縁体層 1 6 g の表面上 に設 け られてお り、反時計

回 りに周回する線状導体である。 コイル導体 1 8 d は、 3 / 4 周分 の長 さを

有 してお り、絶縁体層 1 6 g の右側 の長辺、後 ろ側 の短辺及び左側 の長辺 に

沿 って設 け られている。

[001 8] 以上 のように構成 された コイル導体 1 8 a 〜 1 8 d は、上側 か ら平面視 し

た ときに、 図 3 に示すように、互 いに重な り合 って絶縁体層 1 6 a 〜 1 6 j

の外縁 に沿 った長方形状 の軌道 R を形成 している。以下では、 コィル導体 1

8 a 〜 1 8 d の反時計回 り方向の上流側 の端部 を上流端 と呼び、下流側 の端

部 を下流端 と呼ぶ。

[001 9] ビアホール導体 v 1 は、絶縁体層 1 6 d を上下方向に貫通 してお り、 コィ

ル導体 1 8 a の下流端 とコイル導体 1 8 b の上流端 とを接続 している。 ビア

ホール導体 V 2 は、絶縁体層 1 6 e を上下方向に貫通 してお り、 コイル導体

1 8 b の下流端 とコイル導体 1 8 c の上流端 とを接続 している。 ビアホール

導体 v 3 は、絶縁体層 1 6 f を上下方向に貫通 してお り、 コイル導体 1 8 c

の下流端 とコイル導体 1 8 d の上流端 とを接続 している。 これによ り、 コィ

ル L は、反時計回 りに周回 しなが ら下側 に向か って進行する螺旋状 をな して

いる。

[0020] 並 列導体 2 0 a は、 コイル導体 1 8 a が設 け られている絶縁体層 1 6 d の

表面上 に設 け られてお り、絶縁体層 1 6 d の右側 の長辺 に沿 って延在する線

状導体である。 また、並列導体 2 0 a は、 コイル導体 1 8 a の下流端 に接続

されている。 すなわち、 同一の絶縁体層 1 6 d の表面上 に設 け られているコ

ィル導体 1 8 a と並列導体 2 0 a とは接続 されている。 また、並列導体 2 0

a は、上側 か ら平面視 した ときに、 コイル導体 1 8 b において絶縁体層 1 6

e の右側 の長辺 に沿 って延在 している部分 と重な っている。

[0021 ] 並 列導体 2 0 b は、 コイル導体 1 8 b が設 け られている絶縁体層 1 6 e の

表面上 に設 け られてお り、絶縁体層 1 6 e の左側 の長辺 に沿 って延在する線

状導体である。 また、並列導体 2 O b は、 コイル導体 1 8 b の下流端 に接続

されている。 すなわち、 同一の絶縁体層 1 6 e の表面上 に設 け られているコ



ィル導体 1 8 b と並列導体 2 0 b とは接続されている。並列導体 2 O b は、

上側から平面視 したときに、コイル導体 1 8 c において絶縁体層 1 6 f の左

側の長辺に沿って延在 している部分と重なっている。

[0022] 並列導体 2 0 c は、コイル導体 1 8 c が設けられている絶縁体層 1 6 f の

表面上に設けられており、絶縁体層 1 6 f の右側の長辺に沿って延在する線

状導体である。また、並列導体 2 0 c は、コイル導体 1 8 c の下流端に接続

されている。すなわち、同一の絶縁体層 1 6 f の表面上に設けられているコ

ィル導体 1 8 c と並列導体 2 0 c とは接続されている。並列導体 2 0 c は、

上側から平面視 したときに、コイル導体 1 8 d において絶縁体層 1 6 g の右

側の長辺に沿って延在 している部分と重なっている。

[0023] ビアホール導体 V 1 1 は、絶縁体層 1 6 d を上下方向に貫通 しており、並

列導体 2 0 a の後ろ側の端部とコイル導体 1 8 b の右後ろ側の角とを接続 し

ている。これにより、並列導体 2 0 a は、並列導体 2 0 a が設けられている

絶縁体層 1 6 d とは異なる絶縁体層 1 6 e の表面に設けられているコイル導

体 1 8 b に対 してビアホール導体 V 1， V 1 1 を介 して並列接続されている

。並列導体 2 0 a は、コイル導体 1 8 b における軌道 Rの右側の長辺に相当

する部分に並列接続されている。

[0024] ビアホール導体 V 1 2 は、絶縁体層 1 6 e を上下方向に貫通 しており、並

列導体 2 0 b の前側の端部とコイル導体 1 8 c の左前側の角とを接続 してい

る。これにより、並列導体 2 O b は、並列導体 2 0 b が設けられている絶縁

体層 1 6 e とは異なる絶縁体層 1 6 f の表面に設けられているコイル導体 1

8 c に対 してビアホール導体 V 2 ， V 1 2 を介 して並列接続されている。並

列導体 2 O b は、コイル導体 1 8 c における軌道 Rの左側の長辺に相当する

部分に並列接続されている。

[0025] ビアホール導体 V 1 3 は、絶縁体層 1 6 f を上下方向に貫通 しており、並

列導体 2 0 c の後ろ側の端部とコイル導体 1 8 d の右後ろ側の角とを接続 し

ている。これにより、並列導体 2 0 c は、並列導体 2 0 c が設けられている

絶縁体層 1 6 f とは異なる絶縁体層 1 6 g の表面に設けられているコイル導



体 1 8 d に対 してビアホール導体 v 3 ， V 1 3 を介 して並列接続されている

。並列導体 2 0 c は、コイル導体 1 8 d における軌道 Rの右側の長辺に相当

する部分に並列接続されている。

[0026] また、コイル導体 1 8 b 〜 1 8 d における並列導体 2 0 a 〜 2 0 c が並列

接続されていない部分の導体幅W 1 は、コイル導体 1 8 b 〜 1 8 d における

並列導体 2 0 a 〜 2 0 c が並列接続されている部分の導体幅W 2 よりも太い

。より詳細には、並列導体 2 0 a は、コィル導体 1 8 b において絶縁体層 1

6 e の右側の長辺に沿って延在 している部分に対 して並列接続されている。

よって、コイル導体 1 8 b において絶縁体層 1 6 e の後ろ側の短辺に沿って

延在 している部分の導体幅W 1 は、コイル導体 1 8 b において絶縁体層 1 6

e の右側の長辺に沿って延在 している部分の導体幅W 2 よりも太い。更に、

並列導体 2 0 a の導体幅W 3 は、コイル導体 1 8 b において絶縁体層 1 6 e

の後ろ側の短辺に沿って延在 している部分の導体幅W 1 よりも細 く、コイル

導体 1 8 b において絶縁体層 1 6 e の右側の長辺に沿って延在 している部分

の導体幅W 2 と等 しい。

[0027] 並列導体 2 0 b は、コイル導体 1 8 c において絶縁体層 1 6 f の左側の長

辺に沿って延在 している部分に対 して並列接続されている。よって、コイル

導体 1 8 c において絶縁体層 1 6 f の前側の短辺に沿って延在 している部分

の導体幅W 1 は、コイル導体 1 8 c において絶縁体層 1 6 f の左側の長辺に

沿って延在 している部分の導体幅W 2 よりも太い。更に、並列導体 2 0 b の

導体幅W 3 は、コイル導体 1 8 c において絶縁体層 1 6 f の前側の短辺に沿

つて延在 している部分の導体幅W 1 よりも細 く、コイル導体 1 8 c において

絶縁体層 1 6 f の左側の長辺に沿って延在 している部分の導体幅W 2 と等 し

い。

[0028] 並列導体 2 0 c は、コイル導体 1 8 d において絶縁体層 1 6 g の右側の長

辺に沿って延在 している部分に対 して並列接続されている。よって、コイル

導体 1 8 d において絶縁体層 1 6 g の後ろ側の短辺に沿って延在 している部

分の導体幅W 1 は、コイル導体 1 8 d において絶縁体層 1 6 g の右側の長辺



に沿 って延在 している部分の導体幅W 2 よりも太い。更に、並列導体 2 0 c

の導体幅W 3 は、 コイル導体 1 8 d において絶縁体層 1 6 g の後 ろ側の短辺

に沿 って延在 している部分の導体幅W 1 よりも細 く、 コイル導体 1 8 d にお

いて絶縁体層 1 6 g の右側の長辺に沿 って延在 している部分の導体幅W 2 と

等 しい。

[0029] また、 コイル導体 1 8 a において絶縁体層 1 6 d の前側の短辺に沿 って延

在 している部分の導体幅は、導体幅W 1 と等 しい。 コイル導体 1 8 a におい

て絶縁体層 1 6 d の左側の短辺に沿 って延在 している部分の導体幅は、導体

幅W 2 と等 しい。 これにより、 コイル導体 1 8 a 〜 1 8 d における軌道 尺の

短辺に相当する部分の導体幅は、図 3 に示すように、 コイル導体 1 8 a 〜 1

8 d 及び並列導体 2 0 a 〜 2 0 c における軌道 R の長辺に相当する部分の導

体幅よりも太 くなつている。

[0030] 但 し、必ず しも、並列導体 2 0 a 〜 2 0 c の導体幅W 3 は、 コイル導体 1

8 b 〜 1 8 d における並列導体 2 0 a 〜 2 0 c が並列接続されている部分の

導体幅W 2 と等 しくな くてもよい。

[0031 ] 引 き出 し導体 2 2 a は、絶縁体層 1 6 d の表面上に設けられており、 コィ

ル導体 1 8 a の上流端に接続されている。 また、引き出 し導体 2 2 a は、絶

縁体層 1 6 d の後 ろ側の短辺に引き出されている。引き出 し導体 2 2 b は、

絶縁体層 1 6 g の表面上に設けられており、 コィル導体 1 8 d の下流端に接

続されている。 また、引き出 し導体 2 2 b は、絶縁体層 1 6 g の前側の短辺

に引き出されている。

[0032] 外部電極 1 4 a は、積層体 1 2 の後 ろ側の端面を覆 っていると共に、該端

面に隣接する4 つの面に折 り返されている。 これにより、外部電極 1 4 a は

、引き出 し導体 2 2 a と接続されている。

[0033] 外部電極 1 4 b は、積層体 1 2 の前側の端面を覆 っていると共に、該端面

に隣接する4 つの面に折 り返されている。 これにより、外部電極 1 4 b は、

引き出 し導体 2 2 b と接続されている。

[0034] (電子部品の製造方法）



以上のように構成された電子部品 1 0 a の製造方法について図面を参照 し

ながら説明する。

[0035] まず、図 2 に示す絶縁体層 1 6 a 〜 1 6 j となるべきセラミックグリーン

シ一 卜を形成する。具体的には、酸化第二鉄 （F e 2〇3) 、酸化亜鉛 （Z n 〇

) 及び酸化銅 （C u 〇）及び酸化ニッケル （N i 0 ) を所定の比率で秤量 し

たそれぞれの材料を原材料としてボールミルに投入 し、湿式調合を行う。得

られた混合物を乾燥 してから粉砕 し、得 られた粉末を8 0 0 °Cで 1 時間仮焼

する。得 られた仮焼粉末をボールミルにて湿式粉砕 した後、乾燥 してから解

砕 して、フェライ 卜セラミック粉末を得る。

[0036] このフヱライ トセラミック粉末に対 して結合剤 （酢酸 ビニル、水溶性ァク

リル等）と可塑剤、湿潤材、分散剤を加えてボールミルで混合を行い、その

後、減圧により脱泡を行う。得 られたセラミックスラリーを ドクタープレー

ド法により、キャリアシ一 卜上にシ一 卜状に形成 して乾燥させ、絶縁体層 1

6 a 〜 1 6 j となるべきセラミックグリーンシ一 卜を作製する。

[0037] 次に、絶縁体層 1 6 d 〜 1 6 f となるべきセラミックグリーンシ一 卜のそ

れぞれに、 ビアホール導体 V 1 〜 v 3 ， V 1 1 〜 v 1 3 を形成する。具体的

には、絶縁体層 1 6 d 〜 1 6 f となるべきセラミックグリーンシ一 卜にレ一

ザビ一厶を照射 してビアホールを形成する。次に、このビアホールに対 して

、 A g , P d ，C u ，A u やこれらの合金などの導電性ペース トを印刷塗布

などの方法により充填する。

[0038] 次に、絶縁体層 1 6 d 〜 1 6 g となるべきセラミックグリーンシ一 卜上に

コイル導体 1 8 a 〜 1 8 d 、並列導体 2 0 a 〜 2 0 c 及び引き出し導体 2 2

a , 2 2 b を形成する。具体的には、絶縁体層 1 6 d 〜 1 6 g となるべきセ

ラミックグリーンシ一 卜上に、 A g ， P d ，C u ，A u やこれらの合金など

を主成分とする導電性ペース トをスクリーン印刷法ゃフォ 卜リソグラフィ法

などの方法で塗布することにより、コイル導体 1 8 a 〜 1 8 d 、並列導体 2

0 a 〜 2 0 c 及び引き出し導体 2 2 a ， 2 2 b を形成する。なお、コイル導

体 1 8 a 〜 1 8 d 、並列導体 2 0 a 〜 2 0 c 及び引き出し導体 2 2 a , 2 2



b を形成する工程 とビアホールに対 して導電性ペース 卜を充填する工程 とは

、同 じ工程において行われてもよい。

[0039] 次に、図 2 に示すように、絶縁体層 1 6 a 〜 1 6 j となるべ きセラミック

グ リーンシ一 卜をこの順に並べて積層 圧着する。絶縁体層 1 6 a 〜 1 6 j

となるべ きセラミックグ リーンシ一 卜となるべ きセラミックグ リーンシ一 卜

の積層 圧着は、 1枚ずつ積層 して仮圧着 した後、未焼成のマザ一積層体を

静水圧プレスなどにより加圧 して本圧着を行 う。 これにより、未焼成のマザ

—積層体を得る。

[0040] 次に、マザ一積層体をカツ 卜刃により所定寸法の積層体 1 2 にカツ 卜する

。 これにより未焼成の積層体 1 2 が得 られる。 この未焼成の積層体 1 2 に脱

バインダ一処理及び焼成を行 う。脱バインダ一処理は、例えば、低酸素雰囲

気中において 5 0 0 °C で 2 時間の条件で行われる。焼成は、例えば、 8 7 0

°C 〜 9 0 0 °C で 2 . 5 時間の条件で行われる。

[0041 ] 次に、積層体 1 2 にバ レル加工を施 して、面取 りを行 う。その後、積層体

1 2 の表面に、例えば、浸漬法等の方法により主成分が銀である電極ペース

卜を塗布及び焼 き付けすることにより、外部電極 1 4 a ， 1 4 b となるべ き

銀電極 を形成する。銀電極の焼 き付けは、 8 0 0 °C で 1 時間行われる。

[0042] 最後に、銀電極の表面に、 N i め っき及び S n めっきを施すことにより、

外部電極 1 4 a ， 1 4 b を形成する。以上の工程を経て、図 1 に示すような

電子部品 1 0 a が完成する。

[0043] (効果）

本実施形態に係る電子部品 1 0 a によれば、電子部品 1 0 a の上下方向の

高さを低減できる。より詳細には、並列導体 2 0 a 〜 2 0 c は、 コイル導体

1 8 a 〜 1 8 c が設けられている絶縁体層 1 6 d 〜 1 6 f に設けられている

。そのため、電子部品 1 O a では、並列導体 2 0 a 〜 2 0 c を設けるために

新たな絶縁体層を追加する必要がない。その結果、電子部品 1 0 a の上下方

向の高さが低減される。

[0044] 更に、電子部品 1 0 a によれば、 コイル L の直流抵抗の低減を図ることが



できる。より詳細には、電子部品 1 0 a では、並列導体 2 0 a 〜 2 0 c は、

絶縁体層 1 6 e 〜 1 6 g を上下方向に貫通するビアホール導体 V 1 〜 v 3 ，

V 1 1 〜 v 1 3 を介 してコイル導体 1 8 b 〜 1 8 d に並列接続されている。

これにより、コイル導体 1 8 b 〜 1 8 d における並列導体 2 0 a 〜 2 0 c が

並列接続されている部分では、電流経路が 2 本になるので、かかる部分にお

ける直流抵抗が低減される。また、コイル導体 1 8 b 〜 1 8 d における並列

導体 2 0 a 〜 2 0 c が並列接続されていない部分の導体幅W 1 は、コイル導

体 1 8 b 〜 1 8 d における並列導体 2 0 a 〜 2 0 c が並列接続されている部

分の導体幅W 2 よりも太い。これにより、コイル導体 1 8 b 〜 1 8 d におけ

る並列導体 2 0 a 〜 2 0 c が並列接続されていない部分の直流抵抗が低減さ

れる。そのため、コイル L の直流抵抗の低減が図られている。以上のように

、電子部品 1 0 a では、コイル L の直流抵抗の低減を図りつつ、電子部品 1

0 a の上下方向の高さを低減できる。

[0045] また、電子部品 1 0 a では、コイル L の直流抵抗の低減を図りつつ、コィ

ル L の内径が小さくなることを低減できる。より詳細には、電子部品におい

て、コイルの直流抵抗を低減するためには、例えば、コイル導体の導体幅を

太くすればよい。この場合には、コイルの内径が小さくなり、コイル L のィ

ンダクタンス値が低下 して しまう。

[0046] そこで、電子部品 1 O a では、コイル導体 1 8 a 〜 1 8 d において絶縁体

層 1 6 a 〜 1 6 d の前後両側の短辺に沿って延在 している部分の導体幅を、

コイル導体 1 8 a 〜 1 8 d において絶縁体層 1 6 a 〜 1 6 d の左右両側の長

辺に沿って延在 している部分の導体幅よりも太くしている。これにより、コ

ィル L の内径が小さくなることが抑制され、コイル L のインダクタンス値の

低下が抑制される。

[0047] 特に、電子部品 1 0 a のようにコイル L のコイル軸が上下方向に並行な場

合には、電子部品 1 0 a が小型になると、コイル L のインダクタンス値を確

保するために、コイル導体 1 8 a 〜 1 8 d の左右両側の長辺方向に沿って延

在 している部分の導体幅を太くすると、コイル導体 1 8 a 〜 1 8 d の前後両



側の短辺方向に沿 って延在 している部分を太 くするのに比べてコイル L の内

径が劇的に小さくなつて しまう。 したがって、 コイル導体 1 8 a 〜 1 8 d の

導体幅を太 くする場合には、 コイル導体 1 8 a 〜 1 8 d の前後両側の短辺方

向に沿 つて延在 している部分の導体幅を太 くするのが望 ま しい。

[0048] 更に、電子部品 1 Oaでは、 コイル導体 1 8 a 〜 1 8 d の左右両側の長辺方

向に沿 って延在 している部分の導体幅を太 くする代わ りに、 コイル導体 1 8

a 〜 1 8 d の左右両側の長辺方向に沿 って延在 している部分に対 して並列導

体 2 0 a 〜 2 0 c を並列接続させている。 これによりコイル L の内径が小さ

くなることを抑制 しつつ、 コイル L の直流抵抗の低減を両立することができ

る。

[0049] (実験結果）

本願発明者は、電子部品 1 0 a が奏する効果をより明確 にするために、以

下に説明する評価を行 った。

[0050] 本願発明者は、図 4 に示す電子部品 1 1 0 の構造を有するサンプル （以下

、比較例 1 のサンプル と言 う）を用意 した。電子部品 1 1 0 は、並列導体 2

0 a 〜 2 0 c が設けられていない点、およびコイル導体の導体幅がW 1 = W

2 = 3 0 斗m と等 しい点において電子部品 1 0 a と相違する。なお、電子部

品 1 1 0 の各構成の参照符号には、電子部品 1 0 a の各構成の参照符号に 1

0 0 を足 したものを用いた。

[0051 ] また、本願発明者は、電子部品 1 1 0 において図 4 のコイル導体 1 1 8 a

〜 1 1 8 d が 2 つずつ ビアホール導体により並列接続された 2 重 らせん構造

を有するサンプル （以下、比較例 2 のサンプル と言 う）を用意 した。 また、

電子部品 1 0 a と類似の構造であつて、 コィル導体の導体幅がW 1 = W 2 =

3 0 斗m と等 しいサンプル （以下、比較例 3 のサンプル と言 う）を用意 した

。 また、電子部品 1 0 a の構造を有するサンプルで、 コイル導体の導体幅が

W 1 > W 2 でW 1 = 3 7 m 、W 2 = 2 8 m であるサンプル （以下、実施

例 1 のサンプル と言 う）を用意 した。更に、実施例 1 と比較 してコイル導体

の導体幅W 1 とW 2 の大小関係が逆で、W 1 = 2 3 m 、W 2 = 3 2 m で



あるサンプル （以下、比較例 4 のサンプルと言う）を用意 した。なお、図 2

及び図4 では、コイル L のターン数が 2 . 5 ターンであるが、比較例 1、比較

例 3 、比較例 4 と実施例 1 のサンプルではコイル導体 1 8 b、18 c の組み （

コイル導体 1 1 8 b、 1 1 8 c の組み）を3 組増や し、コイル L のターン数

を5 . 5 ターンとした。一方で、比較例 2 のサンプルでは後述するように比

較例 1、比較例 3 、比較例 4 、および実施例 1 とインダクタンス値 （インピ

—ダンス値）を近い値に合わせるためにコイル L のターン数を 7 . 5 ターン

とした。また、実施例 1 および比較例 4 では、比較例 1 ないし比較例 3 のィ

ンダクタンス値 （インピーダンス値）に合うように、コイル導体の導体幅を

調整 している。

[0052] 以下に、比較例 1 ないし比較例 4 及び実施例 1 のサンプルの各部のサイズ

について図 2 及び図 3 を参照 しながら説明する。なお、以下のサイズは、比

較例 1 ないし比較例 4 及び実施例 1 のサンプルにおいて共通である。

[0053] 長さ L 1 ：コイル L 内部の前後方向の長さ

長さL 2 ：コイル L 内部の左右方向の長さ

長さL 3 ：外部電極 1 4 a ， 1 4 b の積層体 1 2 ， 1 1 2 の前側及び後ろ側

の端面からの折 り返 し長さ

長さL 4 ：コイル L の前後方向の長さ

長さL 5 ：コイル L の左右方向の長さ

長さL 6 ：コイル L の前後方向の長さ及び引き出し導体 2 2 a , 2 2 b の長

さの合計

幅W a ：環状の軌道 Rの短辺から積層体 1 2 ， 1 1 2 の前側及び後ろ側の端

面までの距離

幅W b ：環状の軌道 Rの長辺から積層体 1 2 ， 1 1 2 の右側及び左側の側面

までの距離

幅W c ：外部電極 1 4 a ， 1 4 b の前側及び後ろ側の端面における厚み

幅W d ：外部電極 1 4 a ， 1 4 b の右側及び左側の側面における厚み

幅W 1 ：コイル導体 1 8 a 〜 1 8 d の前後両側の短辺方向に沿って延在 して



いる部分の導体幅

幅W 2 ：コイル導体 1 8 a 〜 1 8 d の左右両側の長辺方向に沿って延在 して

いる部分の導体幅

ターン数 T (図示せず） ：コイル L のターン数

面積 S (図示せず） ：コイル L 内部の面積

[0054] 表 1 は、比較例 1 ないし比較例 4 及び実施例 1 のサンプルの各部のサイズ

を示 した表である。なお、長さL 1 〜 L 6 及び幅W a 〜W d ，W 1 , W 2 の

単位は mである。ターン数 T の単位はターンである。面積 S の単位は m 2

である。

[0055] [表 1]

[0056] また、その他の条件について以下に列挙する。

[0057] 電子部品のサイズ ：前後方向の長さX 左右方向の幅= 0 . 4 m m X 0 . 2 m

m

積層体のサイズ ：前後方向の長さX 左右方向の幅= 0 . 3 7 m m X 0 . 1 8

m m

絶縁体層の比透磁率 ：1 8 0

絶縁体層の比誘電率 ：1 5

絶縁体層の厚み ：3 m



A g 導電率 ：6 . 2 8 9 X 1 O7 ( S m )

コイル導体及び引き出し導体の厚み ：5 m

ビアホール導体の上下方向の長さ ：3 m

積層体の外層厚みの合計 ：2 5 m

なお、積層体の外層厚みとは、絶縁体層 1 6 a〜 1 6 c (あるいは絶縁体層 1

6 g 〜 1 6 j ) の 卜一タルの厚みである。

[0058] 以上のように構成されたサンプルにおいて、インダクタンス値 （ H ) 、

1 0 O M H z におけるインピーダンス値 （Ω ) 、直流抵抗値 （Ω ) 、取得効

率、電子部品の上下方向の高さ （ m) を測定及び計算 した。表 2 は、測定

結果及び計算結果を示 した表である。なお、ここで言う取得効率はインピ一

ダンス値を直流抵抗値で割った値である。なお、比較例 1 ないし比較例 4 の

サンプルと実施例 1 のサンプルとを正確に対比するために、それぞれのイン

ダクタンス値及びィンピ一ダンス値とをそれぞれ実質的に等 しくしている。

[0059] [表2]

【表2】

[0060] 比較例 1 のサンプルでは、直流抵抗値が 0 . 3 6 4 Ω と比較的に大きな値

となった。これに対 して、コイル導体 1 1 8 a 〜 1 1 8 d が 2 つずつビアホ

—ル導体により並列接続された構造を有する比較例 2 のサンプルでは、直流

抵抗値が 0 . 2 4 8 Ω と減少 した。 しか しながら、比較例 2 のサンプルでは

比較例 1 のサンプルに比べてコイル導体 1 1 8 a 〜 1 1 8 d が多 く積層され

ているため、比較例 2 のサンプルの高さ （2 7 4 m ) は比較例 1 のサンプ

ルの高さD ( 1 3 0 m ) よりも高くなつた。一方、実施例 1 のサンプルの

直流抵抗値 （0 . 2 5 4 Ω ) は、比較例 1 のサンプルの直流抵抗値 （0 . 3

6 4 Ω ) よりも大幅に小さく、また、比較例 2 のサンプルの直流抵抗値 （0



. 4 8 Ω ) に比較的に近い。更に、実施例 1 のサ ンプルの高さ （1 3 0

m ) は、比較例 2 のサ ンプルの高さ （2 7 4 m ) よ りも低 く、比較例 1 の

サ ンプルの高さ （1 3 0 m ) と等 しい。以上 よ り、実施例 1 のサ ンプルで

は、直流抵抗値の低減 を図 りつつ、低背化 を図ることがで きる。実施例 1 の

サ ンプルでは、 コイル導体 1 8 a 〜 1 8 d の前後両側の短辺方向に沿 って延

在 している部分の導体幅W 1 が、 コイル導体 1 8 a 〜 1 8 d の左右両側の長

辺方向に沿 つて延在 している部分の導体幅W 2 よ りも大 きい。一方比較例 3

のサ ンプルでは、 コイル導体 1 8 a 〜 1 8 d の左右両側の長辺方向に沿 って

延在 している部分の導体幅W 2 が、 コイル導体 1 8 a 〜 1 8 d の前後両側の

短辺方向に沿 って延在 している部分の導体幅W 1 と同 じ幅である。 また、比

較例 4 のサ ンプルでは、 コイル導体 1 8 a 〜 1 8 d の左右両側の長辺方向に

沿 つて延在 している部分の導体幅W が、 コィル導体 1 8 a 〜 1 8 d の前後

両側の短辺方向に沿 って延在 している部分の導体幅W 1 よ りも大 きい。 こ こ

で、直流抵抗 を比較例 3 、比較例 4 、 および実施例 1 で比較すると、比較例

3 が 0 . 2 6 1 Ω、比較例 4 が 0 . 2 7 8 Ω であるのに対 し、実施例 1 は 0

. 2 5 4 Ω と高 く、その結果取得効率の値 も高い。

また、 コイル導体 1 8 a 〜 1 8 d の左右両側の長辺方向に沿 って延在 して

いる部分の導体幅W が、 コィル導体 1 8 a 〜 1 8 d の前後両側の短辺方向

に沿 って延在 している部分の導体幅W 1 は同 じ幅 （W1 =W2= 3 O m ) で

ある比較例 3 のサ ンプル に対 して、 コイル導体 1 8 a 〜 1 8 d の前後両側の

短辺方向に沿 って延在 している部分の導体幅W 1 を 3 0 m か ら 4 0 m と

太 くしたサ ンプル （以下、実施例 2 のサ ンプル という）を用意 した。 さ らに

、実施例 2 とは反対 に、 コイル導体 1 8 a 〜 1 8 d の左右両側の長辺方向に

沿 って延在 している部分の導体幅W 2 を 3 O m か ら4 O m と太 くしたサ

ンプル （以下、比較例 5 のサ ンプル という）を用意 した。



[表3]

[0063] これらのサンプルに関 しても、同様に、インダクタンス値 （ Η ) 、 1 0

O M H z におけるインピーダンス値 （Ω ) 、直流抵抗値 （Ω ) 、取得効率、

電子部品の上下方向の高さ （ m) を測定及び計算 した。表 4 は、測定結果

及び計算結果を示 した表である。

[0064] [表4]

【表4】

[0065] これにより、比較例 3 の面積 S が 1 6 8 0 0 斗 m2であるのに対 し、実施例

2 のサンプルの面積 S は 1 5 4 0 0 m 2となり、面積 S の減少率は約 8 %で

あるのに対 し、比較例 5 のサンプルの面積 S は 1 2 0 0 0 m 2となり、面積

S の減少率は約 2 8 % と大きくなつている。その結果、比較例 3 を基準とし

た場合、実施例 2 のサンプルのィンダクタンス値の減少率は、比較例 5 のサ

ンプルのィンダクタンス値の減少率よりも小さくなっていることが分かる。

よって、電子部品 1 0 a によれば、インダクタンス値の低下を抑制すること

ができる。

[0066] (第 1 の変形例）

以下に、第 1 の変形例に係る電子部品 1 0 b について図面を参照 しながら



説明する。図 4 は、第 1 の変形例に係る電子部品 1 0 の積層体 1 2 の分解

斜視図である。図 6 は、 コイル導体 1 8 a 〜 1 8 d 及び並列導体 2 0 a 〜 2

0 c を重ねて平面視 した図である。電子部品 1 0 b の外観斜視図については

、図 1 を援用する。

[0067] 電子部品 1 0 b は、 コィル導体 1 8 a 〜 1 8 d 及び並列導体 2 0 a 〜 2 0

c の形状において電子部品 1 0 a と相違する。より詳細には、図 5 に示すよ

うに、 コイル導体 1 8 a は、 3 / 8 周分の長さを有 している。そ して、 コィ

ル導体 1 8 a における絶縁体層 1 6 d の前側の短辺の左半分に沿 って延在 し

ている部分の導体幅は、 コイル導体 1 8 a の残余の部分の導体幅よりも太い

[0068] また、 コイル導体 1 8 b ， 1 8 c はそれぞれ、 1 / 2 周分の長さを有 して

いる。 コイル導体 1 8 b は、絶縁体層 1 6 e の前側の短辺の右半分、右側の

長辺及び後 ろ側の短辺の右半分に沿 って設けられている。 コイル導体 1 8 c

は、絶縁体層 1 6 e の後 ろ側の短辺の左半分、左側の長辺及び前側の短辺の

左半分に沿 つて設けられている。

[0069] また、 コイル導体 1 8 d は、 7 / 8 周分の長さを有 している。 コイル導体

1 8 d は、絶縁体層 1 6 e の前側の短辺の右半分、右側の長辺、後 ろ側の短

辺及び左側の長辺に沿 つて設けられている。

[0070] また、並列導体 2 0 a 〜 2 0 c はそれぞれ、 3 8 周分の長さを有 してい

る。並列導体 2 0 a は、絶縁体層 1 6 d の前側の短辺の右半分及び右側の長

辺に沿 って設けられている。並列導体 2 O b は、絶縁体層 1 6 e の後 ろ側の

短辺の左半分及び左側の長辺に沿 って設けられている。並列導体 2 0 c は、

絶縁体層 1 6 f の前側の短辺の右半分及び右側の長辺に沿 って設けられてい

る。

[0071 ] 電子部品 1 0 b の ビアホール導体 v 1 〜 v 3 ， v 1 1 〜 v 1 3 は、電子部

品 1 0 a の ビアホール導体 V 1 〜 V 3 ， V 1 1 〜 V 1 3 と同 じであるので説

明を省略する。

[0072] また、 コイル導体 1 8 b 〜 1 8 d における並列導体 2 0 a 〜 2 0 c が並列



接続されていない部分の導体幅W 1 は、コイル導体 1 8 b 〜 1 8 d における

並列導体 2 0 a 〜 2 0 c が並列接続されている部分の導体幅W 2 よりも太い

。ただし、電子部品 1 O b におけるコイル導体 1 8 b 〜 1 8 d 及び並列導体

2 0 a 〜 2 0 c の形状は、電子部品 1 0 a におけるコィル導体 1 8 b 〜 1 8

d 及び並列導体 2 0 a 〜 2 0 c の形状と異なっている。そのため、コイル導

体 1 8 b における絶縁体層 1 6 e の後ろ側の短辺の右半分に沿って延在 して

いる部分の導体幅は、コイル導体 1 8 b の残余の部分の導体幅よりも太い。

コイル導体 1 8 c における絶縁体層 1 6 f の前側の短辺の左半分に沿って延

在 している部分の導体幅は、コイル導体 1 8 c の残余の部分の導体幅よりも

太い。コイル導体 1 8 d における絶縁体層 1 6 e の後ろ側の短辺の右半分に

沿って延在 している部分の導体幅は、コイル導体 1 8 d の残余の部分の導体

幅よりも太い。これにより、コイル導体 1 8 a 〜 1 8 d における軌道 Rの前

側の短辺の左半分に相当する部分及び軌道 Rの後ろ側の短辺の右半分に相当

する部分の導体幅は、図6 に示すように、コイル導体 1 8 a 〜 1 8 d 及び並

列導体 2 0 a 〜 2 0 c における軌道 Rの残余の部分の導体幅よりも太くなつ

ている。

[0073] 以上のように構成された電子部品 1 0 b は、電子部品 1 0 a と同様に、コ

ィル L の直流抵抗の低減を図りつつ、電子部品 1 O b の上下方向の高さを低

減できる。また、電子部品 1 O b では、電子部品 1 0 a と同様に、コイル L

の直流抵抗の低減を図りつつ、コイル L の内径が小さくなることを低減でき

る。

[0074] また、電子部品 1 0 b のコイル L において導体幅が太くなつている部分は

、電子部品 1 0 a のコイル L において導体幅が太くなつている部分よりも短

し、。そのため、電子部品 1 O b のコイル L の内径は、電子部品 1 O a のコィ

ル L の内径よりも大きい。よって、電子部品 1 0 b のコイル L のインダクタ

ンス値は、電子部品 1 0 a のコイル L のインダクタンス値よりも大きくなる

[0075] (第 2 の変形例)



以下に、第 2 の変形例に係る電子部品 1 0 c について図面を参照 しなが ら

説明する。図 7 は、第 2 の変形例に係る電子部品 1 0 〇の積層体 1 2 の分解

斜視図である。電子部品 1 0 b の外観斜視図については、図 1 を援用する。

[0076] 電子部品 1 0 c は、 コイル L の構造において電子部品 1 0 a と相違する。

より詳細には、電子部品 1 O c のコイル L は、 コイル導体 1 8 a ， 1 8 b 、

引き出 し導体 2 2 a , 2 2 b 及び ビアホール導体 V 1 を含んでいる。

[0077] コイル導体 1 8 a は、絶縁体層 1 6 d の表面上に設けられており、反時計

回 りに周回する線状導体である。 コイル導体 1 8 a は、 1 / 2 周分の長さを

有 しており、絶縁体層 1 6 d の左側の長辺及び前側の短辺に沿 つて設けられ

ている。

[0078] コイル導体 1 8 b は、絶縁体層 1 6 e の表面上に設けられており、反時計

回 りに周回する線状導体である。 コイル導体 1 8 b は、 3 / 4 周分の長さを

有 しており、絶縁体層 1 6 e の右側の長辺、後 ろ側の短辺及び左側の長辺に

沿 って設けられている。

[0079] 以上のように構成されたコイル導体 1 8 a ， 1 8 b は、上側か ら平面視 し

たときに、互いに重な り合 って絶縁体層 1 6 a 〜 1 6 h の外縁に沿 った長方

形状の軌道を形成 している。 コイル導体 1 8 a ， 1 8 b は、例えば、 A g を

主成分 とする導電性材料により作製 されている。以下では、 コイル導体 1 8

a ， 1 8 b の反時計回 り方向の上流側の端部を上流端 と呼び、下流側の端部

を下流端 と呼ぶ。

[0080] ビアホール導体 V 1 は、絶縁体層 1 6 d を上下方向に貫通 しており、 コ

ィル導体 1 8 a の下流端 とコイル導体 1 8 b の上流端 とを接続 している。 こ

れにより、 コイル L は、反時計回 りに周回 しなが ら下側に向かって進行する

螺旋状をな している。

[0081 ] 並列導体 2 0 は、 コイル導体 1 8 a が設けられている絶縁体層 1 6 d の表

面上に設けられており、絶縁体層 1 6 d の右側の長辺に沿 って延在する線状

導体である。 また、並列導体 2 0 は、 コイル導体 1 8 a の下流端に接続され

ている。すなわち、同一の絶縁体層 1 6 d の表面上に設けられているコイル



導体 1 8 a と並列導体 2 0 とは接続されている。また、並列導体 2 0 は、上

側から平面視 したときに、コイル導体 1 8 b において絶縁体層 1 6 e の右側

の長辺に沿って延在 している部分と重なっている。

[0082] ビアホール導体 V 2 2 は、絶縁体層 1 6 d を上下方向に貫通 しており、並

列導体 2 0 の後ろ側の端部とコイル導体 1 8 b の右後ろ側の角とを接続 して

いる。これにより、並列導体 2 0 は、並列導体 2 0 が設けられている絶縁体

層 1 6 d とは異なる絶縁体層 1 6 e の表面に設けられているコイル導体 1 8

b に対 してビアホール導体 V 1 , V 2 を介 して並列接続されている。

[0083] また、コイル導体 1 8 b における並列導体 2 0 が並列接続されていない部

分の導体幅W 1 は、コイル導体 1 8 b における並列導体 2 0 が並列接続され

ている部分であって、かつ、 ビアホ一ル導体 v 2 1， V 2 2 が接続されてい

る部分を除く部分の導体幅W 2 よりも太い。より詳細には、並列導体 2 0 は

、コイル導体 1 8 b において絶縁体層 1 6 e の右側の長辺に沿って延在 して

いる部分に対 して並列接続されている。よって、コイル導体 1 8 b において

絶縁体層 1 6 e の後ろ側の短辺に沿って延在 している部分の導体幅W 1 は、

コイル導体 1 8 b において絶縁体層 1 6 e の右側の長辺に沿って延在 してい

る部分の導体幅W 2 よりも太い。

[0084] ただ し、コィル導体 1 8 b と並列導体 2 0 とは、 ビアホール導体 V 2 1，

V 2 2 によって接続されている。そこで、 ビアホール導体 v 2 1， v 2 2 と

コイル導体 1 8 b とをより確実に接続するために、コイル導体 1 8 b におい

てビアホール導体 V 2 1， V 2 2 が接続されている部分の導体幅が太なつて

いる。すなわち、コイル導体 1 8 b において絶縁体層 1 6 e の右側の長辺に

沿って延在 している部分の両端の導体幅は、コイル導体 1 8 b において絶縁

体層 1 6 e の右側の長辺に沿って延在 している部分の両端以外の部分の導体

幅よりも太い。

[0085] 以上のように構成された電子部品 1 0 c は、電子部品 1 0 a と同様に、コ

ィル L の直流抵抗の低減を図りつつ、電子部品 1 O c の上下方向の高さを低

減できる。また、電子部品 1 O c では、電子部品 1 0 a と同様に、コイル L



の直流抵抗の低減を図りつつ、コイル L の内径が小さくなることを低減でき

る。

[0086] (その他の実施形態）

本発明に係る電子部品は、前記電子部品 1 0 a 〜 1 0 c に限らずその要旨

の範囲内において変更可能である。

[0087] なお、電子部品 1 0 a ， 1 0 b において、コイル導体 1 8 b 〜 1 8 d にお

ける並列導体 2 0 a 〜 2 0 c が並列接続されていない部分の少なくとも一部

の導体幅W 1 は、コイル導体 1 8 b 〜 1 8 d における並列導体 2 0 a 〜 2 0

c が並列接続されている部分の導体幅W 2 よりも太くなつていればよい。ま

た、電子部品 1 O c において、コイル導体 1 8 b における並列導体 2 0 が並

列接続されていない部分の少なくとも一部の導体幅W 1 は、コイル導体 1 8

b における並列導体 2 0 が並列接続されている部分であって、かつ、 ビアホ

—ル導体 V 1 , V 2 2 が接続されている部分を除く部分の導体幅W 2 より

も太くなつていればよい。

[0088] また、電子部品 1 0 a ， 1 0 b , 1 0 c では、外部電極 1 4 a ， 1 4 b は

、それぞれ積層体 1 2 の後ろ側の端面、前側の端面を覆っていると共に、該

端面に隣接する4 つの面に折 り返されている。外部電極 1 4 a ， 1 4 b は、

それぞれ積層体 1 2 の上側の端面、下側の端面を覆っていると共に、該端面

に隣接する4 つの面に折 り返されているものであってもよい。この場合、外

部電極とコイル導体との接続は、引き出し導体 2 2 a 、 2 2 b に代えて、絶

縁体層 1 6 a 〜 1 6 c 、 1 6 h 〜 1 6 j を上下方向に貫通するビアホール導

体によって接続するものであってもよい。

[0089] また、電子部品 1 0 a ， 1 0 b において、並列導体 2 0 a 〜 2 0 c はそれ

ぞれ、コイル導体 1 8 a 〜 1 8 c に対 して接続されていなくてもよい。また

、電子部品 1 O b において、並列導体 2 0 a 〜 2 0 c は、コイル導体 1 8 a

〜 1 8 c に対 して接続されていなくてもよい。この場合、各絶縁体層 1 6 d

〜 1 6 f を貫通するビアホール導体を形成することで、コイル導体と並列導

体とが並列接続される。



[0090] なお、軌道 R は、長方形状 をな していると している。 この長方形状 とは、

角が存在する長方形や、角が丸 く面取 りされた角丸長方形 も含む。 また、各

丸長方形 には、 2 本の長辺の端部同士が半円により接続された トラック形状

も含 まれる。 この場合、半円が短辺に相当する。

産業上の利用可能性

[0091 ] 以上のように、本発明は、電子部品に有用であ り、特 に、直流抵抗の低減

を図 りつつ、積層方向の高さを低減できる点において優れている。

符号の説明

[0092] L コイル

軌道

v 1 〜 v 3 ， v 1 1 〜 v 1 3 ， v 1 , ν 2 ビアホール導体

1 0 a 〜 1 0 c 電子部品

積層体

1 6 a 〜 1 6 j 絶縁体層

1 8 a 〜 1 8 d コィル導体

2 0 ， 2 0 a 〜 2 0 c 並列導体



請求の範囲

[ 請求項 1] 複数 の絶縁体層が積層 されてなる積層体 と、

前記絶縁体層 に設 け られている複数のコイル導体、及び、該複数の

コイル導体 を接続 し、かつ、前記絶縁体層 を積層方向に貫通する第 1

の ビアホール導体 を含む螺旋状のコィル と、

前記 コィル導体が設 け られている前記絶縁体層 に設 け られている並

列導体 と、

前記 コィル導体 に対 して、該 コィル導体が設 け られている前記絶縁

体層 とは異なる絶縁体層 に設 け られている前記並列導体 を並列接続 さ

せ、かつ、前記絶縁体層 を積層方向に貫通する第 2 の ビアホール導体

と、

を備 えてお り、

前記 コイル導体 における前記並列導体が並列接続 されていない部分

の少な くとも一部の導体幅は、該 コイル導体 における該並列導体が並

列接続 されている部分であ って、かつ、前記第 2 の ビアホール導体が

接続 されている部分 を除 く部分の導体幅 よ りも太いこと、

を特徴 とする電子部品。

[ 請求項 2 ] 同一の前記絶縁体層 に設 け られている前記 コイル導体 と前記並列導

体 とは接続 されてお り、

前記並列導体は、前記第 1 の ビアホール導体及び前記第 2 の ビアホ

ール導体 を介 して、該並列導体が設 け られている前記絶縁体層 とは異

なる前記絶縁体層 に設 け られている前記 コイル導体 に並列接続 されて

いること、

を特徴 とする請求項 1 に記載の電子部品。

[ 請求項 3 ] 前記 コイル導体 における前記並列導体が並列接続 されていない部分

の導体幅は、該 コイル導体 における該並列導体が並列接続 されている

部分であ って、かつ、前記第 1 の ビアホール導体及び前記第 2 の ビア

ホール導体が接続 されている部分 を除 く部分の導体幅 よ りも太いこと



を特徴 とする請求項 2 に記載の電子部品。

[ 請求項4] 前記絶縁体層は長方形状 をな してお り、

前記複数のコイル導体は、積層方向か ら平面視 した ときに、互いに

重な り合 って、前記絶縁体層の外縁 に沿 った長方形状の軌道 を形成 し

てお り、

前記複数のコイル導体 における前記軌道の短辺 に相 当する部分の導

体幅は、 該複数のコイル導体 における該軌道の長辺 に相 当する部分

の導体幅 よ りも太いこと、

を特徴 とする請求項 1 ない し請求項 3 のいずれかに記載の電子部品

[ 請求項 5] 前記絶縁体層は長方形状 をな してお り、

前記複数のコイル導体は、積層方向か ら平面視 した ときに、互いに

重な り合 って、前記絶縁体層の外縁 に沿 った長方形状の軌道 を形成 し

てお り、

前記複数のコイル導体 における前記軌道の長辺 に相 当する部分 に、

前記並列導体が並列接続 されていること、

を特徴 とする請求項 1 ない し請求項 4 のいずれかに記載の電子部品
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